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１．教育改革と「信頼される学校づくり」の課題
1990年代後半、「教育の21世紀」に向けた教育改

革の課題は「開かれた学校づくり」として提起され
た。1996年、生涯学習審議会は「地域における生涯
学習機会の充実方策について（答申）」を発表、「学
社融合は、学校教育と社会教育がそれぞれの役割分
担を前提とした上で、そこから一歩進んで、学習の
場や活動など両者の要素を部分的に重ね合わせな
がら、一体となって子供たちの教育に取り組んでい
こうという考え方」とうたい、1970年代からの「学

校開放」、80年代からの「学社連携」に続く第３段
階、「学社融合」を提起したのである。さらに、推進
のシステムを担う主体形成に関しては、1998年の生
涯学習審議会「答申」が「活力ある社会教育行政は、
そこに暮らす住民の意思と責任において確保してい
くものであり、地域づくりへの住民の主体的な取り
組みを促すためにも、その政策形成過程に住民の広
範な参画を促進する必要がある」と述べた。後述す
る千葉県習志野市の「秋津コミュニティ」の活動が、
この時期全国的な注目を集めたのは、まさにこうし
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要旨　コミュニティ・スクール（学校運営協議会制度）は、2004年の「地方教育行政の組織および運営に関する
法律」の一部改正により制度化され、同年11月、東京都足立区立五反野小学校、京都市立御所南小学校、同高倉
小学校、同京都御池中学校で指定がスタート、2010年には全国で585校であったものが、2015年度に2,389校、直
近の2019年には7,601校にまで増加した。
　本論文では、こうした「コミュニティ・スクール」推進の現状を踏まえ、導入されるに至った理由や経緯すな
わち、「地域・学校が当面する課題認識」と、選択された「改善の方策」に注目、具体的な検討事例として、政
策のスタート時に先進的に指定を受けた習志野市立秋津小学校、春日市立小中学校における推進のプロセスを

「学校と地域の連携」の視点から考察する。コミュニティ・スクールの運営（マネジメント）における「教育課
程（授業づくり）への参画」が連携推進のカギとなっている。
　秋津小学校は、1995年、「学社融合のまちづくり」を進める「秋津コミュニティ」として誕生、全国的な注目
を集めた。2006年コミュニティ・スクールの指定を受け、その理念と地域資源を新設教科「ふれあい科」の中で
教育課程として具現化することになった。春日市は、2005年、３校の指定から始まり2010年度に全18小中学校が
コミュニティ・スクールとなった。「地域連携カリキュラム」に基づく「社会に開かれた教育課程単元」による
授業づくりが注目される。

キーワード　教育改革、学校マネジメント、社会に開かれた教育課程、地域学校協働本部
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た「生涯学習体系への移行」という改革期の推進モ
デルとしての役割を期待されたからであった。

こうした社会教育側の動きに対し、同じ1990年代
後半の５年間は、学校教育からの「教育の21世紀」
の課題提起、すなわち「特色ある学校づくり」が進
められた時期ということができる。1996年、中央教
育審議会答申「21世紀を展望した我が国の教育の在
り方について」は「生きる力」の育成を提起したが、
学校教育の中で具現化するものが、新たな学習指導
要領の改訂であった。1998年に告示された「学習指
導要領」は、「学校の教育活動を進めるにあたって
は、各学校において、児童（生徒）に生きる力をは
ぐくむことを目指し、創意工夫を生かし特色ある教
育活動を展開するなかで、自ら学び自ら考える力の
育成を図るとともに、基礎的・基本的な内容の確実
な定着を図り、個性を生かす教育の充実に努めなけ
ればならない」と、「特色ある学校づくり」の重要性
を確認したのである。

地域からの「開かれた学校づくり」の提起、学校
からの「特色ある学校づくり」の提起をつなぐ、第
３のキーワードが「信頼される学校づくり」である。
1998年、中央教育審議会答申「今後の地方教育行政
の在り方について」は、「改革の方向」として、「各
学校の自主性・自律性の確立と自らの責任と判断に
よる創意工夫を凝らした特色ある学校づくりの実現
のためには、人事や予算、教育課程の編成に関する
学校の裁量権限を拡大するなどの改革が必要であ
る。また、学校の自主性・自律性を確立するために
は、それに対応した学校の運営体制と責任の明確化
が必要である」と指摘、さらに、「保護者や地域住民
の信頼を確保していくためには、学校が保護者や地
域社会に対してより一層開かれたものになることが
必要であり、地域の実態に応じて『学校評議員制度』
を導入するなど、学校運営に地域住民の参画を求め
るなどの改革が必要である。」とうたった。ここに
は、「特色ある学校づくりの実現」のためには、「よ
り一層開かれたものになること」が必要であり、そ
の前提として「保護者や地域住民の信頼の確保」が
明確に提示されている。その理念が「学校の自主
性・自律性の確立」であり、地域住民による学校マ
ネジメントへの参画システムの「第１段階」として、
学校評議員制が提案されたのである。学校マネジメ

ントの視点は、その後学校評価の必要性とシステム
化を結果し、学校運営（経営）改善に関わる自己評
価、外部評価等の導入の検討がスタートすることに
なった。

２．�政策としての「コミュニティ・スクール」の
登場

地域（住民）と学校とのパートナーシップの構築
が不可欠とされる文脈のなかで、参画システムの

「第２段階」として登場したのが、コミュニティ・ス
クールの理念である。2000年、教育改革国民会議報
告は、「地域独自のニーズに基づき、地域が運営に参
画する新しいタイプの公立学校（“ コミュニティ・
スクール ”）を市町村が設置することの可能性を検
討する。これは、市町村が校長を募集するとともに、
有志による提案を市町村が審査して学校を設置する
ものである。校長はマネジメント・チームを任命
し、教員採用権を持って学校経営を行う。学校経営
とその成果のチェックは、市町村が学校ごとに設置
する地域学校協議会が定期的に行う」とうたい、「コ
ミュニティ・スクール（地域学校協議会）」の制度化
を提案した。この提案は、折からの規制緩和の潮流
に乗り現実化することになった。

文部科学省は2001年を「教育新生元年」と位置づ
け、「21世紀教育新生プラン（レインボー・プラ
ン）」を発表、「新しいタイプの学校（コミュニティ・
スクール等）」設置の可能性や課題について検討を
行うために、翌02年度から04年度までの３か年「新
しいタイプの学校運営の在り方に関する実践研究」
をスタートさせた。研究モデル指定校（７件９校）
には、千葉県習志野市立秋津小学校、東京都足立区
立五反野小学校、和歌山県新宮市立光洋中学校、京
都御池中学校、岡山県岡山市立岡輝中学校など、当
時大きな注目を集めていた学校がリストアップされ
た。この研究事業を踏まえて、2004年３月、中央教
育審議会は「今後の学校の管理運営の在り方につい
て」を答申、「地域運営学校（コミュニティスクー
ル）」制度の導入を次のとおりうたった。
「公立学校の管理運営に保護者や地域住民が参画

することにより、学校の教育方針の決定や教育活動
の実践に、地域のニーズを的確かつ機動的に反映さ
せるとともに、地域の創意工夫を活かした、特色あ
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る学校づくりが進むことが期待される。学校におい
ては、保護者や地域住民に対する説明責任の意識が
高まり、また、保護者や地域住民においては、学校
教育の成果について自分たち一人ひとりも責任を
負っているという自覚と意識が高まるなどの効果も
期待される。さらには、相互のコミュニケーション
の活発化を通じた学校と地域の連携・協力により、
学校を核とした新しい地域社会づくりが広がってい
くことも期待される。」

2004年３月には、「規制改革・民間開放推進３か
年計画」を閣議決定、同年９月には「地方教育行政
の組織及び運営に関する法律」の一部改正が施行さ
れ、「学校運営協議会」の設置が法制化された。地教
行法第47条の５は、「教育委員会は、教育委員会規
則で定めるところにより、その所管に属する学校の
うちその指定する学校（「指定学校」）の運営に関し
て協議する機関として、当該指定学校ごとに、学校
運営協議会を置くことができる。」と述べ、その主な
役割について「校長の作成する学校運営（教育課程
の編成等）の基本方針の承認」、「学校運営について
教育委員会または校長に意見具申」、「教職員の任用

（採用その他）に関し教育委員会に意見具申」の３項
目を規定している。

改正地教行法施行２か月後の2004年11月９日に
は、全国で初めて足立区立五反野小学校がコミュニ
ティ・スクールの指定を受け、11月26日には、京都
市立御所南小学校、高倉小学校、京都御池中学校が
続いた。2005年４月までに、合計17校が指定されて
いる。

さて、このようなコミュニティ・スクール政策の
スタート期にあっては、導入されるに至った「理由」
や「経緯」すなわち、「地域・学校が当面する課題認
識」がどれほどの拡がりと深さを持って住民間に共
有されているかが最も重要な要件である。一般に

「改革」は、「困っている状態」がどれだけ切実であ
り、「その改善」がどれだけ必要な、そして緊急性の
ある要件であるかが地域社会として共有されるとき
に実行に移される。そういう視点から見るとき、足
立区立五反野小学校の「課題認識」は「地域の貧困
に伴う子ども問題」にあったといえよう。だからこ
そ「改善の方策」はまず「子どもの実態調査『五反
野未来ブック』」から開始された。その結果が、「五

反野のこどもたちのよりよい未来」（「ビジョン」）を
実現する「ゴール」としての「元気」、「しっかり」、

「はぐくみ」、「つながり」、「安心」という５項目で
あった。ここでは、ＰＤＣＡの評価サイクルが丁寧
に位置付けられた。
「学校理事会」の強力なリーダーシップの下、「め

ざす学校像」、「望む校長像」、「望む教師像」、「望ま
れる家庭像」、「望まれる児童像」と、「５つの提言

（ミッション）」をまとめてきた五反野小学校では
あったが、少子化の進行に伴い「千寿第五小学校」
と統合、2013年４月「足立小学校」として開校、こ
の際、コミュニティ・スクールを廃止した。

これに対し、京都市立御所南・高倉小学校、京都
御池中学校の「課題認識」は「都心部の空洞化」、す
なわち「大都市のインナーシティ問題」である。京
都市全体の人口は146万人で大きな変化はないもの
の、都心部における少子化の進行の結果、平成元年
から平成20年の間で58小中学校が15校に統廃合さ
れた。京都市の小学校は、1869（明治２）年、自治
組織である「番組」単位に寄付金「竃金」で64校が
設立された経緯から「番組小学校」と呼ばれている
が、地域の愛着や誇りを体現していた小学校が統廃
合に当面した際、地域の住民は新設された学校を

「コミュニティ・スクール」とする「改善の方策」を
選んだ。まさに「コミュニティ・スクールは『平成
の番組小学校』、地域は『学校応援団』」という
キャッチフレーズは、明治２年以来の「古都、京都」
の矜持から生み出され、現代にふさわしく「再定義」
されたものである。だからこそ、コミュニティ・ス
クールの「理念」を具現化し、住民の共通理解を獲
得することが可能になった。

京都市では、直近の2020年４月現在、コミュニ
ティ・スクールは247校・園（幼稚園15、小学校
153、中学校62、小中学校（義務教育学校）８、高
等学校１、総合支援学校８）となり、このうち幼稚
園、小学校、小中学校及び総合支援学校は全校・園
設置されている。こうした動きは「京都方式」と呼
ばれ、地域ぐるみの教育の充実に向け、「多くの学校
では、協働活動を担う企画推進委員会を設置し、そ
こで多くの保護者や地域住民の方々によるボラン
ティア（子どもたちのために汗をかく学校の応援
団）に積極的に参画いただくことで、地域に応じた
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様々な協働活動が実施」されている（京都市ホーム
ページから資料引用）。

３．千葉県習志野市立秋津小学校の取り組み
秋津小学校は、「学校を核としたまちづくり」を掲

げる「秋津コミュニティ」の情報発信でよく知られ
ている。秋津地域は、1980年に東京湾の埋め立て地
に誕生した人口7500人の新興住宅地、校区内には、
ラムサール条約登録地に認定された谷津干潟など豊
かな自然環境をもつ反面、都市開発が急激に進んだ
地域でもある。1992年１月、地域住民の生涯学習に
よる地域づくりを目的に「秋津地域生涯学習連絡協
議会」が発足し、1995年９月、秋津小学校コミュニ
ティルームの開設を機に「秋津コミュニティ」に改
称した。その背景には、1983年にピークを迎え、そ
の後減少に転じた児童数の問題がある。コミュニ
ティ活動がスタートした1992年には19学級688名に
なり、その結果余裕教室（空き教室）の利活用が課
題となった。この事態に対し、地域では「学社融合
のまちづくり」をテーマに、住民が組織するコミュ
ニティルーム運営委員会が中心となって、秋津小学
校の空き教室や陶芸窯、畑地を活用した生涯学習活
動、住民の知恵と労力による「ごろごろ図書室」や
学校ビオトープの建設など、子どもたちとのふれあ
い事業や大人同士の交流活動が活性化することに
なった。ただ、重視しなければならないことは、「自
主・自律・自己管理」という運営の基本ルールが厳
守され、「学校週５日制」ではなく「学校閉校165日
制」という発想の転換を行い、「学校との信頼関係」
に基づき地域が担う自己責任体制が構築されたこと
である。

高度成長期、千葉県は日本全体の縮図のように海
が埋め立てられ、工業開発が進み、伝統的な地域社
会が破壊される中で、全国から仕事を求めて千葉に
流入してきた膨大な人口は、その後「人工的な都市
空間」をつくり続けた。しかし、いつまでも「人間
を拒否した」無機質な空間であることはできない。
住民は、自らの存在証明のために「個性的な空間、
時間、人間関係」を創造するまちづくりを始めた。
秋津小学校の「課題認識」は「新しいコミュニティ
づくり」であり、「改善の方策」は「寝に帰る場所か
ら暮らす地域へ」を合言葉とする「学社融合のまち

づくり」である。秋津コミュニティが掲げる「学社
融合」は、前述した、生涯学習審議会答申「地域に
おける生涯学習機会の充実方策について」に対す
る、実践的批判から生まれた。岸裕司（秋津コミュ
ニティ初代会長、現顧問）は、著書『「地域暮らし」
宣言　学校はコミュニティ・アート』のなかで、次
のように基本的な視点を明らかにしている。
「私たち秋津の経験では、『学社融合』を、答申に

あるように、『学社連携の最も進んだ形態』とは、
まったく考えていないのです。『学社連携をいくら
積んでも学社融合にはならない』と考えているから
です。『はじめから双方にメリットを生みだすよう
に仕掛けないとダメ』『自然に任せていても連携か
ら融合にはならない』と考えています。つまり、『学
社融合』と『学社連携』は似て非なるものととらえ
ているのです。また、答申には、『（学校教育と社会
教育が一体となって）子供たちの教育に取り組んで
いこうという考え方」とありますが、このことも秋
津の経験からは与しません。私たちの融合実践は、

『子どもたちの教育に “ だけ ” 取り組んでいこう」と
は考えていないからです。『子どもも大人も双方に』
だからです。そうでないと、これまでのように学校
に奉仕する形態になったり、『子どものため』という
大義に大人が縛られたりして、かかわりあう双方に
メリットを生みだすような豊かさをもてないからで
ある。ただし、よほど有能なコーディネーターがい
て、ある具体的な『学社連携』の事業を『学社融合』
へと導くことができれば、話はべつと思います。こ
のことは、今後の課題としたいと思います（90-91
頁）。」
「新しいタイプの学校運営の在り方に関する実践

研究」の指定２年目の2003年度、秋津小学校は、文
部科学省の「学校運営に係る実践研究開発学校」の
指定を受け、生活科や総合的な学習の時間、特別活
動などの授業時数の一部を充当し、合計70時間の新
設教科「ふれあい科」をスタートさせた。「ふれあい
科」のねらいは、次の通りである。

①�「自己肯定・他者理解・共生」の三本柱をねら
いと目標にかかげ、人間づくり・人間理解・人
間尊重の具体的な活動を行う。

②�「人との交流」にねらいをしぼって取り組む教
科であり、ふれあう体験そのものを重視した活
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動である。
③�各学年の発達段階に応じて「自己肯定・他者理

解・共生」の三本柱の授業を行う。
「ふれあい科」の担い手が、秋津コミュニティの

40を超えるサークル活動参加者、地域内外で多様な
活動を行っている市民活動者であることはいうまで
もない。まさに「これまで以上に意図的に仕組む

『学社融合』の授業（岸）」として取り組まれたので
ある。こうした取り組みを踏まえ、秋津小学校は、
研究モデル指定の成果を次のようにまとめている

（『コミュニティ・スクール事例集』27-28頁）。
「一つは、新しいタイプの学校像のモデルを提案

できたことである。それは、①保護者や地域住民が
学校運営に参画できる自主・自律・創造の精神に満
ちた学校、②学校と地域の学びの共同体として、共
学・共育・共生の生きる力がみなぎる学校、③安全
で安心なノーマライゼーションのコミュニティづく
りに寄与する学校である。教育活動としても、生活
科と総合的な学習の時間などを中心に、“人間だい
すきふれあい活動” をカリキュラムに位置づけ、全
学年で実践に取り組むことになった。もう一つは、
学校運営システムの提案である。具体的には、地域
学校協議会（コミュニティ・スクールに指定される
前の呼び方）を核にしながら、教育活動の支援を学
習支援・環境支援・遊び支援・安全支援・情報支援
の５つに分けて整備したことである。」

秋津小学校は、2006年10月コミュニティ・ス
クールの指定を受けた。指定第１号の五反野小学校
からは約２年遅れたことになる。それから10年経っ
た2016年、「秋津コミュニティ」は、「コミュニ
ティ・スクールからスクール・コミュニティへ」と
いう、新たな段階に対応した新たな提案を行った。
まさに「進化し続ける秋津コミュニティ」といって
よい。現在は、「秋津コミュニティ顧問」となった岸
裕司はホームページに掲載する「『子縁』でつながる
秋津地域のお父さん」（2016年１月11日）において、

「地域と学校連携で活性化目指せ　スクール・コ
ミュニティとは」という主張を行った。以下、引用
する。なお、岸は2011年から「コミュニティ・ス
クール推進員（通称：CS マイスター）」の委嘱を文
部科学省から受けている。
「『スクール・コミュニティ』とは聞きなれない単

語と思います。要は、学校の校舎内を含む施設開放
による住民自治での生涯学習や福祉のまち育ての秋
津モデルの総称です。コミュニティ・スクールが学
校運営改革であるのに対して、スクール・コミュニ
ティは放課後や休日などの学校教育として使われて
いない学校施設を地域に開放することでの新しいま
ちづくりのイメージです。秋津では、４つの余裕教
室と約200㎡の花壇・陶芸窯を秋津小学校コミュニ
ティルームの名称で地域開放し、今年で21年目に入
りました。しかも鍵は住民委員15名が保管管理する

「自主・自律・自己管理」を理念とした住民自治で
の完全運営で、40ものサークルなどが年間約
１万２千人も無料で利用しています。秋津がこれま
で実践してきた学校と地域双方にメリットを生む協
働・融合が、いよいよ国の施策になりそうなので
す。とてもウレピー！てなことで、今回はちょっと
マジな話でした。はい、では次回まで、アディオ
ス！　アミ～ゴ！」

ここで示された「国の施策」が、2015年、中央教
育審議会が答申した「新しい時代の教育や地方創生
の実現に向けた学校と地域の連携・協働の在り方と
今後の推進方策について」に基づきスタートする

「地域学校協働活動」にほかならない。

４．福岡県春日市立学校の取組み
「九州最初のコミュニティ・スクールのまち」、こ

れが春日市である。2005年４月、世田谷区立５校、
杉並区立４校、和歌山県新宮市立１校とともに、春
日市立春日北小学校、日の出小学校、春日北中学校
の３校がコミュニティ・スクールの指定を受けた。
その後、2006年度小学校３校、中学校１校、2007年
度小学校２校と拡大し、2010年度春日南中学校の指
定をもって春日市立全小中学校がコミュニティ・ス
クールとなった。

1889（明治22）年の町村制施行に伴い５カ村の統
合により「春日村」が誕生、1953年に町制施行、
1970年に４万人を超え、1972年「春日市」となっ
た。福岡市の南東に隣接しており、福岡市の発展に
伴いベッドタウンとして都市化が進んだ。人口は
1975年に５万５千人、2000年には10万人に達し、
2015年現在11万人となっている。春日市立小中学校
の「課題認識」は「急激な都市化がもたらす新旧住
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民の『混住化』の進展」、「『明治のムラ』に代わる新
しいコミュニティづくり」であり、「改善の方策」と
して春日市が選択したものが『社会総がかりでの教
育の実現』を目差す「協働のまちづくり（地域の活
性化）」である。

さて、春日市教育委員会の特徴は、2008年に先行
した春日北中学校、春日北小学校、日の出小学校の
取組みをまとめた『地域運営学校の展開』（春日市教
育委員会編、三光）、全校指定の翌年2011年には、

「子どもが育つ地域基盤形成につなぐ開かれた学校」
の副題を持つ『春日市発！コミュニティ・スクール
の魅力』（春日市教育委員会編著、ぎょうせい）、
2014年に『コミュニティ・スクールの底力』（春日
市教育委員会・春日市立小中学校編著、北大路書
房）と相次いで、その取り組みをまとめた出版物を
刊行する情報発信力である。2017年には、『市民と
ともに歩み続けるコミュニティ・スクール ―「社会
に開かれた教育課程」の推進』（春日市教育委員会・
春日市立小中学校編著、ぎょうせい）を刊行、この
時点で問題意識を示す「副題」に「「社会に開かれた
教育課程」の推進』を掲げる先駆性、先進性には驚
くほかはない。

春日市は従前からその教育目標、教育内容を「地
域連携カリキュラム」として活用してきた。すなわ
ち、「Ａ　地域人材を活かすカリキュラム（地域を活
かす教育活動）」、「Ｂ　地域を教材化するカリキュ
ラム（地域に学ぶ教育活動）」、「Ｃ　地域に貢献・還
元するカリキュラム（地域に還す教育活動）」、「Ｄ　
大人との共学を取り入れたカリキュラム（地域と学
ぶ教育活動）」の４つの柱である。

実際の教育内容・指導方法について、次の頁の
「春日原小学校　社会に開かれた教育課程単元一覧」
をみてみよう（『市民とともに歩み続けるコミュニ
ティ・スクール ― 』31-32頁、ただし「各種連携」
の部分は省略した）。表で「Ａ」、「Ｂ」等の記号は、
上記の「４つの柱」と対応している。

例えば「Ａ　地域人材を活かすカリキュラム」に
ついてみると、生活科では１年は「昔の遊び（市遊
び名人）」、２年生は「町たんけん（学年の保護者ボ
ランティア）」など、単元と一緒に括弧書き「（　　）」
の中に「担い手」を明記し、実際の授業に直結した
具現化が図られている。「Ｂ　地域を教材化するカ

リキュラム」では、３年の社会科の「工場で働く
人々（井口たたみ工場）」など、「（　　）」の中に地
域資源等の「教材」を明記、「Ｃ　地域に貢献・還元
するカリキュラム」については、３年の総合の「大
好き春日原（竜神池前のプランターの花の苗植え

（２回））など、「活動内容」を明記し、授業者が代
わっても取組みを保証するシステムになっている。

「Ｄ　大人との共学を取り入れたカリキュラム」で
は「たてわり活動」が重要な役割を果たしている。
春日原小学校コミュニティ・スクールの特徴は、指
定の翌年、2008年から取り組まれている、学校・家
庭・地域連係協働活動、「たてわり活動プロジェク
ト」（１～６年生までの異学年12～13名で編成され
たチームを単位とし年間を通して自立的体験活動を
実施する活動）の実践である（『同書』58～62頁）。

「たてわり炊飯活動」、「ばるっ子米贈呈式」、「たてわ
りあいさつ運動」などの取組みが実施されている。
その背景には、「転勤族」の保護者により転出入児童
が多く、人間関係の形成やコミュニケ ― ション能
力が課題となっていることがあげられている。急激
な都市化とベッドタウン、保護者の職業構成などの
地域課題を踏まえ、校区の共育目標「自立した子ど
もの育成」を掲げた、学校・地域連携による教育活
動の展開はまさに「春日原スタンダード」と呼ぶこ
とができる。

最後に、「学校と地域の連携」について、春日市立
の12小学校、６中学校で実践されてきた取組みをみ
てみよう。児童生徒の実態、地域・家庭の諸課題に
対応した取組みは18通りの多様さ、多彩さがみられ
る。前述した春日原小学校の「自立の力を育む育成
プラン～学校・家庭・地域連携協働活動『たてわり
活動』」のほか、いくつかテーマ（実践課題）を紹介
すると、2005年にスタートした春日北小学校の「実
働組織の推進～学力アップコミュニティ～」、2006
年開始の春日西小学校の「保護者自らが家庭教育力
を高める取組み」、2007年開始の春日小学校の「子
育てに連続性をもたせる15年共育プログラム」、
2010年開始の春日南中学校の「『南中カレッジプロ
ジェクト』～共学によるキャリア教育～」など、「確
かな学力」、「家庭教育支援」、「幼保小中連携」、

「キャリア教育」と、どれをとっても教育改革の現在
を貫くキーワードが並んでいる。
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５．「コミュニティ・スクール」政策の新たな展開
コミュニティ・スクールは、2005年４月の17校

からスタートし、５年後の2010年10月、全国で小学
校428校、中学校157校が指定を受け、その後、2012
年度1,183校、2015年度には2,389校と2,000校を超
えた。学校運営協議会（コミュニティ・スクール）
の設置が教育委員会の努力義務とされた2017年４
月には、前年度よりも794校増加して3,600校に達
し、公立小中学校の１割（約3,000校）をコミュニ
ティ・スクールにするという政府目標を達成した。
2018年４月には5,432校となり、この１年間で設置
校は1.5倍になった。直近の2019年５月のデータで
は7,601校で、導入率は21.3％。前年度と比較する
と、2,169校増加している。

こうしたなか、2015年、中央教育審議会は「新し
い時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域
の連携・協働の在り方と今後の推進方策について

（答申）」を発表、「これからの学校と地域の目指すべ
き連携・協働のすがた」として、「地域とともにある
学校への転換」、「子供も大人も学び合い育ち合う教
育体制の構築」、「学校を核とした地域づくりの推
進」の３点をうたった。

答申は、「コミュニティ・スクールは『地域ととも
にある学校』へと転換していくために有効な仕組み
であり、学校を応援し、地域の実情を踏まえた特色
ある学校づくりを推進していく役割を明確化すると
ともに、その役割を具現化する機能として、地域住
民や保護者等による学校支援に関する総合的な企
画・立案を行い、これらの者における連携・協力を
促進していく仕組みとしていくことが提言」され、
新たに「地域学校協働本部」を提案、「地域学校協働
本部が、コミュニティ ･ スクールと共に活動を推進
することにより、学校教育を含めた子供たちの教育
の質を格段に向上させること等も期待される。この
ように、子供たちのために、また、地方創生の実現
のために、コミュニティ・スクールの機能、地域学
校協働本部の機能のそれぞれを大切にしつつ、両者
が相互に補完し、高め合う存在として、両輪となっ
て相乗効果を発揮していくことが必要である。さ
ら、コミュニティ・スクールや地域学校協働本部の
推進に当たって重要なことは、学校と地域の特色を
生かし、学校と地域が共に考え、地域全体が当事者

として参画していくことであり、従前の自律的・主
体的な取組を生かしながら、学校と地域が連携・協
働して行う企画運営や活動を大切にしていくことで
ある。すなわち、両者の関係は一律に示されるもの
ではなく、当該学校や地域の置かれた実情、経緯、
両者の有機的な接続の観点等を踏まえた体制を構築
していくことが重要である。」とうたった。

ここに、「コミュニティ・スクール」政策の新たな
段階、すなわち「地域とともにある学校に転換する
ための仕組みとしてのコミュニティ・スクールと、
社会教育の体制としての地域学校協働本部が円滑に
連結し、両者の機能を一体的・効果的に高めるため
の方策」が求められることになった。地域住民によ
る学校マネジメントへの参画システムの「第３段
階」が今、始まろうとしている。問われている最大
の課題は、その担い手の育成と確保にほかならな
い。
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